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令和８年度第１回

三宅町の国民健康保険の運営に

関する協議会会議資料

令和８年８月

奈良県 三宅町
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１ 令和７年度国民健康保険特別会計決算（案）について

歳入決算額は、７億７，２０２万円（対前年度比 ６，３１３万円）

歳出決算額は、７億６，４７７万円（対前年度比 ５，８５１万円）

実質収支は、 ７２５万円（対前年度比 ４６２万円）

であり、前年度に引き続き、実質収支についてはプラスとなっています。

区 分 令和７年度 令和６年度 増減額 増減率

最終予算額 A 7 億 8,857 万円 7 億 6,672 万円 2,185 万円 2.8％

歳入決算額 B 7 億 7,202 万円 7 億 889 万円 6,313 万円 8.9％

歳出決算額 C 7 億 6,477 万円 7 億 626 万円 5,851 万円 8.3％

収支差引額（B-C） D 725 万円 263 万円 462 万円 175.7％

翌年度繰越財源 E 0 万円 0 万円 0 万円 ―

実質収支（D-E） F 725 万円 263 万円 462 万円 175.7％

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

歳 入

決算額
7億 2,197 万円 8億 490万円 7億 8,641 万円 7億 1,937 万円 7億 889万円

歳 出

決算額
7億 1,063 万円 8億 266万円 7億 8,349 万円 7億 1,792 万円 7億 626万円

収 支

差引額
1,134 万円 224 万円 292 万円 145 万円 263 万円

令和７年度

歳 入

決算額
7億 7,202 万円

歳 出

決算額
7億 6,477 万円

収 支

差引額
725 万円
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［１］歳入

令和７年度の歳入決算額は、７億７，２０１万７，８５３円で前年度と比較して、

６，３１３万１，６１０円の増加となっています。これは、国民健康保険税子ども・

子育て支援金分のシステム改修に伴う国庫支出金のほか、国民健康保険の保険給付

費に対する普通交付金、諸収入の交通事故等第三者の不法行為によって生じた保険

給付返還金の増加が主な要因となっています。

（単位：円、％）

区 分
令和７年度

決算額

令和６年度

決算額
増減額 増減率

１ 国民健康保険税 134,553,638 134,365,240 188,398 0.1

２ 使用料及び手数料 39,280 51,440 ▲12,160 ▲2.4

３ 国庫支出金 4,400,000 0 4,400,000

４ 県支出金 569,721,174 513,254,949 56,466,225 11.0

５ 財産収入 55,687 26,926 28,761 106.8

６ 繰入金 56,623,980 59,202,209 ▲2,578,229 ▲4.4

７ 繰越金 2,624,637 1,452,763 1,171,874 80.7

８ 諸収入 3,999,457 532,716 3,466,741 650.8

合 計 772,017,853 708,886,243 63,131,610 8.9
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（１）国民健康保険税・使用料及び手数料

国民健康保険税については、１億３，４５５万３６３８円で前年度と比較して、

１８万８，３９８円、０．１％の増加となっています。現年度課税分については、

１億３，３１５万、６，２１８円で前年度と比較して、１．８％の増加となって

います。また、滞納繰越分については、１３９万７，４２０円で前年度と比較し

て、６０．２％の減額となっています。

（単位：円、％）

（２）県支出金

県支出金については、５億６，９７２万１，１７４円で前年度と比較して、５，

６４６万６，２２５円、１１．０％の増加となっています。国民健康保険の保険

給付費に対する普通交付金については、５億６，１６５万１７４円で前年度と比

較して１１．４％の増加、特別交付金については、８０７万１，０００円で前年

度と比較して、１２．４％の減少となっています。

（単位：円、％）

区 分 令和７年度 令和６年度 増減額 増減率

１ 国民健康保険税 134,553,638 134,365,240 188,398 0.1

現年度課税分 133,156,218 130,854,880 2,301,338 1.8

滞納繰越分 1,397,420 3,510,360 ▲2,112,940 ▲60.2

２ 使用料及び手数料 39,280 51,440 ▲12,160 ▲23.6

区 分 令和７年度 令和６年度 増減額 増減率

４ 県支出金 569,721,174 513,254,949 56,466,225 11.0

保険給付費交付金

（普通交付金）
561,650,174 504,044,949 57,605,225 11.4

保険給付費交付金

（特別交付金）
8,071,000 9,210,000 ▲1,139,000 ▲12.4
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（３）財産収入・繰入金

財産収入については、５万５，６８７円で、国民健康保険財政調整基金の利子

収入の増加により前年度と比較して、２８，７６１円、１０６．８％の増加とな

っています。繰入金については、５，６６２万３，９８０円で前年度と比較して、

２５７万８，２２９円、４．４％の減少となっています。

（単位：円、％）

（４）繰越金・諸収入

繰越金については、２６２万４，６３７円となり、前年度歳計剰余金の減少に

より前年度と比較して、１１７万１，８７４円、８０．７％の増加となっていま

す。諸収入については、３９９万９，４５７円で、前年度と比較して、３４６万

６，７４１円、６５０．８％の増加となっています。保険税延滞金２８万９，０

７８円のほか、雑入として、交通事故等第三者の不法行為によって生じた保険給

付返還金、納税証明発行手数料、国保連合会からの徴収事務補助金など、３７１

万３７９円を収入しています。

（単位：円、％）

区 分 令和７年度 令和６年度 増減額 増減率

５ 財産収入 55,687 26,926 28,761 106.8

６ 繰入金 56,623,980 59,202,209 ▲2,578,229 ▲4.4

一般会計繰入金 56,623,980 59,202,209 ▲2,578,229 ▲4.4

基金繰入金 0 0 ― ―

区 分 令和７年度 令和６年度 増減額 増減率

７ 繰越金 2,624,637 1,452,763 1,171,874 80.7

８ 諸収入 3,999,457 532,716 3,466,741 650.8

延滞金加算金及び過料 289,078 143,860 145,218 100.9

雑入 3,710,379 1,997,596 1,712,783 85.7
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［２］歳出

令和７年度の歳出決算額は、７億６４７６万８，９６３円で前年度と比較して、

５，８５０万７，３５７円の増加となっています。これは、保険給付費が増加した

ほか、県単位化における国保事業の運営に必要な財源として、市町村が徴収した国

民健康保険税等を原資とする県に対する国民健康保険事業費納付金の減少が主な

要因となっています。

（単位：円、％）

区 分
令和７年度

決算額

令和６年度

決算額
増減額 増減率

１ 総務費 6,555,364 7,819,384 ▲1,264,020 ▲16.2

２ 保険給付費 566,757,464 504,298,586 62,458,878 12.4

３ 国民健康保険事業費納付金 183,502,421 184,392,014 ▲889,593 ▲0.5

４ 共同事業拠出金 0 0 0 ―

６ 保健事業費 6,200,947 7,030,056 ▲829,109 ▲11.8

７ 基金積立金 55,687 26,926 28,761 106.8

８ 諸支出金 1,697,080 2,694,640 ▲997,560 ▲37.0

９ 予備費 0 0 0 ―

合 計 764,768,963 706,261,606 58,507,357 8.3
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（１）総務費

総務費については、６５１万５，３６４円で前年度と比較して、１２６万４，

０２０円、１６．２％の減少となっています。一般管理費においては、令和７年

度における子ども・子育て支援金分システム改修係る経費等の減少により、前年

度と比較して、１３８万３，２１４円、２１．５％の減少となっています。

（単位：円、％）

（２）保険給付費

保険給付費については、５億６，６７５万７，４６４円で前年度と比較して、

６，２４５万８，８７８円、１２．４％の増加となっています。療養給付費にお

いては、前年度と比較して、４，４８５万９，５２４円、１０．６％の増加、高

額療養費においては、１，７０４万３，８７１円、２３．７％の増加となってお

り、新しい治療法や高額な医薬品の増加が主な要因となっています。

（単位：円、％）

区 分 令和７年度 令和６年度 増減額 増減率

１ 総務費 6,555,364 7,819,384 ▲1,264,020 ▲16.2

一般管理費 5,039,710 6,422,924 ▲1,383,214 ▲21.5

国民健康保険団体連合会費 1,485,654 1,363,460 122,194 9.0

運営協議会費 30,000 33,000 ▲3,000 ▲9.1

区 分 令和７年度 令和６年度 増減額 増減率

２ 保険給付費 566,757,464 504,298,586 62,458,878 12.4

療養給付費 469,884,941 425,025,417 44,859,524 10.6

療養費 3,677,792 4,125,108 ▲447,316 ▲10.8

審査支払手数料 1,117,769 761,398 356,371 46.8

高額療養費 89,099,694 72,055,823 17,043,871 23.7

高額介護合算療養費 146,788 0 146,788 ―

移送費 0 0 0 ―

出産育児一時金 2,499,430 2,000,000 499,430 25.0

審査支払手数料 1,050 840 210 25.0

葬祭費 330,000 330,000 0 ―
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（３）国民健康保険事業納付金・共同事業拠出金

国民健康保険事業納付金については、１億８，３５０万２，４２１円で前年度

と比較して、８８万９，５９３円、０．５％の減少となっています。国民健康保

険の県単位化に伴い、市町村が徴収した国民健康保険税や保険税軽減措置及び財

政支援を目的とする公費を原資とする県に対する納付金となっています。

（単位：円、％）

（４）保健事業費・基金積立金・諸支出金

保健事業費については、６２０万９４７円で前年度と比較して、８２万９，１

０９円、１１．８%の減少となっています。令和６年度から特定健診の対象外であ

る満１８歳～３９歳までの国民健康保険被保険者を対象とする若年者健診を実施

しています。諸支出金については、１６９万７，０８０円で、前年度と比較して、

９９万７，５６０円、３７．０％の減少となっており、過年度分の一般被保険者

国民健康保険税還付金のほか、国民健康保険事業における交付金、補助金等の超

過交付返還金を支出しています。

（単位：円、％）

区 分 令和７年度 令和６年度 増減額 増減率

３ 国民健康保険事業納付金 183,502,421 184,392,014 ▲889,593 ▲0.5

一般被保険者医療給付費分 119,833,984 121,954,819 ▲2,120,835 ▲1.7

退職被保険者医療給付費分 0 0 0 ―

一般被保険者高齢者支援金分 47,033,160 47,108,066 ▲74,906 ▲0.2

介護納付金 16,635,277 15,329,129 1,306,148 8.5

４ 共同事業拠出金 0 0 0 ―

区 分 令和７年度 令和６年度 増減額 増減率

６ 保健事業費 6,200,947 7,030,056 ▲829,109 ▲11.8

特定健康診査等事業費 4,857,390 5,468,329 ▲610,939 ▲11.2

保健事業費 1,343,557 1,561,727 ▲218,170 ▲14.0

７ 基金積立金 55,687 26,926 28,761 106.8

８ 諸支出金 1,697,080 2,694,640 ▲997,560 ▲37.0

保険税還付金 574,080 1,773,640 ▲1,199,560 ▲67.6

償還金 1,123,000 921,000 202,000 21.9
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［３］基金の残高

国民健康保険財政調整基金の基金残高は、５，８８６万７，８８２円（R8.3.31

現在）で前年度と比較して、基金利子の積立により５万５，６８７円の増加、また、

令和６年度に県内統一保険料水準が実現し、保険税抑制のための基金繰入措置が不

要になったことから、その後の基金残高に変更はなく、令和７年度の出納閉鎖後の

基金残高は５，８８６万７，８８２円（R8.5.31 現在）となっています。

（単位：円）

区 分
R7.3.31 現在

（財産調書）

R7.5.31 現在

（出納閉鎖後）

R8.3.31 現在

（財産調書）

R8.5.31 現在

（出納閉鎖後）

国 民 健 康 保 険

財政調整基金
58,812,195 58,812,195 58,867,882 58,867,882


